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１．目的：東北地方太平洋沖地震では東日本の沿岸部に位置するエネルギー関連施設に甚大な被害が生じた 1)．本研究では，
このようなエネルギー関連施設の中でも燃料プラント，タワー，貯蔵タンクなどの長周期構造物を対象として，東北地方太平
洋沖地震の際にそれらの構造物に作用した地震波の特徴を明らかにする．不連続格子を用いた空間4次，時間2次精度の有限
差分法 2)を適用して対象施設下の工学的基盤（せん断波速度Vs=350m/s相当）に作用した地震波を推計する． 

２．有限差分計算におけるモデル：震源断層は，文献3)に基づき走向195度，傾斜角13度の断層面に計119のサブフォールトで

モデル化した(図1)．各サブフォールトにおいて 6秒幅のSmoothed ramp functionを3秒おきに25個並べて震源時間関数をモデル

化した．地下構造の物性値は全国1次地下構造モデル4)により設定し，Vsが3km/sを越える地震基盤面を計算領域で走査し確認を

して不連続面の深度を8kmとした(図2)．最上層におけるVsは350m/sで上限周波数を0.2Hzと定めた結果，計算の安定性の観点か

ら不連続面以浅は水平方向200m四方，鉛直方向100mの格子サイズ，不連続面以深はその3倍の格子サイズとした．吸収境界は

反射波の吸収率と格子数の関係を踏まえ，格子数を文献2)で推奨された値の2倍，減衰定数をその値の1/2とした(表1，図2)． 
３．強震観測波形との比較：防災科学技術研究所のK-NET及びKiK-netの観測点における計算波形を観測波形と比較した結果，
全ての観測点において極めて良好な再現性を得られた(図3)．なお，計算波形及び観測波形の加速度波形と速度波形に対しては，
通過帯域0.02Hz-0.125Hz，阻止帯域0.01Hz以下及び0.3Hz以上，通過帯域リップル3dB，阻止帯域減衰量10dBのバタワースフィ
ルタを施した． 
４．分析対象施設下における地震波の特徴：日本海側グループでは4地点ともに50s付近から波が開始している．TP2におい
ては，EW方向，NS方向，UD方向ともに最大振幅は大きい値を示しており，具体的にはEW方向では11.62cm/s，NS方向で
は 6.11cm/sとなっている．太平洋の 6地点については，震源から近く，他の地点に比べ，波の開始が 30sから 40s付近と早ま
っている．TP3では，全ての地点の中のEW方向で最大である24.14cm/sとなり，周期25s程度の波が発生している．茨城の3
地点では80s付近で波が始まり，200s付近で周期15s程度の波が存在している．またTP12のEW方向では11.83cm/sの最大振
幅を示している．東京湾岸の12地点は，地震波の傾向が類似しており，全地点ともに100s付近で波が開始している．最大振
幅についてはTP16，TP25を除く10点は同程度の値をとり，EW方向では5.09cm/sから6.41cm/s，NS方向では4.54cm/sから
5.91cm/sとなる．200s付近で周期25s程度の波が大きく揺れ，その後に短周期の波が発生している． 
フーリエスペクトルの観点からは，日本海グループでは 0.167Hz(5.99s)帯域において 114.9cm/s･sの卓越した値を示す．また
太平洋グループでは，同様に 0.168Hz(5.95s)帯域において 137.5cm/s･s の卓越した値を示している．茨城グループでは
0.02Hz(50.0s)帯域で133.4cm/s･sの卓越した値を示し，0.10Hz(10.0s)帯域ではピークが3つあり，0.076Hz(13.16s)帯域で47.9cm/s･
s，0.09Hz(11.1s)帯域で 51.1cm/s･s，0.10Hz(10.0s)帯域で 65.4cm/s･sとなる．東京湾岸グループでは，0.2Hz(50s)までの範囲では
75cm/s･s以下の値を常にとり，0.025Hz(40s)帯域で70cm/s･sの値を示している． 
５．応答スペクトルの特徴：加速度応答，速度応答，変位応答の3種類ともにNS方向に比べEW方向はいずれの周期帯域に
おいても大きな値をとる．しかし東京湾岸グループにおいては5sから10s付近の周期帯域で他グループより卓越している特徴
がある．加速度応答スペクトルでは，いずれのグループにおいても5sから7sの帯域で卓越しており40 cm/s2から80cm/s2付近
の応答となる．茨城グループについては 10s付近で他のグループより大きな 50cm/s2を超える応答を示す．速度応答スペクト
ルについては，東京湾岸を除く 3グループにおいて 5sから 30sの周期帯域で 50cm/sを超える大きな応答を示す．東京湾岸グ
ループについては 50cm/sは超えないが周期 10.23sで最大 48.49cm/sの応答を示し，加速度応答に比べ比較的大きな値を示す．
変位応答スペクトルについては，日本海，太平洋グループで類似した傾向を示す．その最大値は周期 17.3s付近で 240cmを超
える非常に大きな応答となる．茨城グループでは周期9.76sで他グループより卓越した最大値185.18cmの応答を示す．全グル
ープともに周期が高まるにつれて変位応答が大きくなる傾向を示し，周期帯域が25sを超える付近では100cmを超える大きな
変位応答を示している． 
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図1 震源断層モデルと観測点位置         図2 計算領域 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                               図4 エネルギー関連施設下における計算波形  

 
図3 強震観測点における計算波形と観測波形との比較       

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

図5 各グループにおけるフーリエスペクトル(EW方向)           図6 EW方向応答スペクトル(減衰定数＝0.001) 
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EW NS Velocity[cm/s] －観測波形－計算波形 

NS －計算波形 

表1 計算条件 
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